
　　③　高齢者、障害者等が公共交通機関を利用して移動するために必要となる情報の提供

対　策
現行計画の内容

（計画対象期間及び事業の主な内容）
前年度の実施状況

車両への簡易
筆談器の設置

超低床電車運
行時刻の時刻
表掲載(継続)

接近表示機に
よる運行情報
の提供(継続)

ロケーション
システムによ
る運行情報の
提供(継続)

・全車両に簡易筆談器を設置し、筆談による情報提供を行
う。

・超低床電車の運行時刻を停留場に掲示している時刻表に
掲載する。（非低床電車については、昼間帯は「〇分間
隔」とのみ掲載）

・停留場に電車が接近したことを、電光掲示と音声で案内
する。

・電車の時刻表及び車両位置情報等をスマートフォン等の
アプリで確認できるロケーションシステムを運用する。

・状況に応じて実
施。

・継続実施中。

・継続実施中。

・継続実施中。

乗降補助サー
ビスの提供(継
続)

・車椅子利用者の超低床電車乗降時、運転士が状況に応じ
て補助を行う。
・視覚障害者等の乗降時、運転士が車外案内マイクを使用
するなどして注意喚起等を行うとともに、状況に応じて乗
降の補助を行う。

・研修等を通じ、運
転士に周知し、乗降
補助サービスの提供
を実施。

対象となる軌
道停留場

現行計画の内容
（計画対象期間及び事業の主な内容）

前年度の実施状況

鹿児島駅前停
留場の整備

・バリアフリー化（乗降場拡幅、乗降場と歩道の段差解消
等）及び上屋の建替等に着手する。（令和２年度完了予
定）

・工事着手

唐湊停留場の
整備

・乗降場幅員の拡幅や上屋等を整備し、車椅子での利用が
できるようにする整備を実施する。

・工事着手

　　②　高齢者、障害者等が公共交通機関を利用して移動するために必要となる乗降についての介助、
　　　旅客施設における誘導その他の支援

対　策
現行計画の内容

（計画対象期間及び事業の主な内容）
前年度の実施状況

　　①　軌道停留場を公共交通移動等円滑化基準に適合させるために必要な措置

第４号様式（日本産業規格Ａ列４番）

移動等円滑化取組報告書（軌道停留場）

（平成31年度）

　　 住　　所　鹿児島市上荒田町３７番２０号
　　　　　　　 
　 　事業者名　鹿児島市交通局
　　 代表者名（役職名及び氏名）　　　　　　　

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第９条の５の規定に基づき、次のとおり報告します。

Ⅰ　前年度の移動等円滑化取組計画書の内容の実施状況

　（１）移動等円滑化に関する措置の実施状況

　　　　　　　 鹿児島市交通事業管理者
　　　　　　　 交通局長　白石　貴雄



　（３）その他

　　④　移動等円滑化を図るために必要な教育訓練

対　策
現行計画の内容

（計画対象期間及び事業の主な内容）
前年度の実施状況

障害者等の接
遇に関する研
修

・全職員を対象に、鹿児島市が作成した「障害のある方へ
の配慮マニュアル」を配布して研修を実施する(継続)。ま
た、鹿児島県が導入する「ヘルプカード」について職員研
修を実施する。

・全体研修を実施。

　（２）移動等円滑化の促進を達成するために（１）と併せて講ずべき措置の実施状況

・本誌の広聴制度である「わたしの提言」や「市民の声」、本局ホームページの「お問い合わせ
フォーム」、電話等で寄せられる当事者の意見等を把握し、共有するとともに、本計画の実施及
び見直しに活用。



Ⅱ　軌道停留場の移動等円滑化の達成状況（軌道停留場ごとに記入）

（令和2年3月31日現在）

鉄道事業
者名

共

用

駅

乗降場の
数

段差が解
消されて
いる乗降
場 の 数

都 道 府
県

23区・郡
・市

町・村
・区

新屋敷 停 留 場 市内第一期線 線
鹿児島
県

鹿児島
市

814 人 〇 2 基 基 基 2 箇所

甲東中学
校前

停 留 場 市内第一期線 線
鹿児島
県

鹿児島
市

235 人 〇 2 基 基 基 2 箇所

高見馬場 停 留 場 市内第一期線 線
鹿児島
県

鹿児島
市

3,286 人 〇 4 基 基 基 4 箇所

天文館通 停 留 場 市内第一期線 線
鹿児島
県

鹿児島
市

3,762 人 〇 2 基 基 基 2 箇所

いづろ通 停 留 場 市内第一期線 線
鹿児島
県

鹿児島
市

3,324 人 〇 2 基 基 基 2 箇所

朝日通 停 留 場 市内第一期線 線
鹿児島
県

鹿児島
市

1,418 人 〇 2 基 基 基 2 箇所

市役所前 停 留 場 市内第一期線 線
鹿児島
県

鹿児島
市

1,435 人 〇 2 基 基 基 2 箇所

水族館口 停 留 場 市内第一期線 線
鹿児島
県

鹿児島
市

1,026 人 〇 2 基 基 基 2 箇所

桜島桟橋
通

停 留 場 市内第一期線 線
鹿児島
県

鹿児島
市

1,461 人 〇 2 基 基 基 2 箇所

鹿児島駅
前

停 留 場 市内第一期線 線
鹿児島
県

鹿児島
市

978 人 〇 4 基 基 基 2 箇所

加治屋町 停 留 場 市内第二期線 線
鹿児島
県

鹿児島
市

799 人 〇 2 基 基 基 2 箇所

高見橋 停 留 場 市内第二期線 線
鹿児島
県

鹿児島
市

841 人 〇 2 基 基 基 2 箇所

鹿児島中
央駅前

停 留 場 市内第二期線 線
鹿児島
県

鹿児島
市

5,474 人 〇 〇 2 2 基 基 基 2
(2)

箇所 〇 2

都通 停 留 場 唐湊 線
鹿児島
県

鹿児島
市

910 人 〇 2 基 基 基 2 箇所

中洲通 停 留 場 唐湊 線
鹿児島
県

鹿児島
市

750 人 〇 2 基 基 基 2 箇所

市立病院
前

停 留 場 唐湊 線
鹿児島
県

鹿児島
市

1,048 人 〇 〇 2 2 基 基 基 2
(2)

箇所 〇 2

神田(交通
局前)

停 留 場 唐湊 線
鹿児島
県

鹿児島
市

847 人 〇 2 基 基 基 2 箇所

唐湊 停 留 場 唐湊 線
鹿児島
県

鹿児島
市

577 人 〇 2 基 基 基 2 箇所

工学部前 停 留 場 唐湊 線
鹿児島
県

鹿児島
市

567 人 〇 2 基 基 基 2 箇所

純心学園
前

停 留 場 唐湊 線
鹿児島
県

鹿児島
市

1,612 人 〇 〇 2 2 基 基 基 2
(2)

箇所 〇 2

中郡 停 留 場 唐湊 線
鹿児島
県

鹿児島
市

1,508 人 〇 2 基 基 基 2 箇所

武之橋 停 留 場 谷山 線
鹿児島
県

鹿児島
市

633 人 〇 2 基 基 基 2 箇所

二中通 停 留 場 谷山 線
鹿児島
県

鹿児島
市

1,130 人 〇 2 基 基 基 2 箇所

荒田八幡 停 留 場 谷山 線
鹿児島
県

鹿児島
市

1,387 人 〇 2 基 基 基 2 箇所

騎射場 停 留 場 谷山 線
鹿児島
県

鹿児島
市

1,732 人 〇 2 基 基 基 2 箇所

鴨池 停 留 場 谷山 線
鹿児島
県

鹿児島
市

817 人 〇 2 基 基 基 2 箇所

郡元 停 留 場 谷山 線
鹿児島
県

鹿児島
市

6,863 人 〇 4 基 基 基 4 箇所

涙橋 停 留 場 谷山 線
鹿児島
県

鹿児島
市

730 人 〇 2 基 基 基 2 箇所

南鹿児島
駅前

停 留 場 谷山 線
鹿児島
県

鹿児島
市

1,251 人 〇 2 基 基 基 1 箇所

二軒茶屋 停 留 場 谷山 線
鹿児島
県

鹿児島
市

805 人 〇 2 基 基 基 2 箇所

宇宿一丁
目

停 留 場 谷山 線
鹿児島
県

鹿児島
市

690 人 〇 2 基 基 基 2 箇所

脇田 停 留 場 谷山 線
鹿児島
県

鹿児島
市

2,430 人 〇 2 1 基 基 基 2
(1)

箇所

笹貫 停 留 場 谷山 線
鹿児島
県

鹿児島
市

1,722 人 〇 2 基 基 基 2 箇所

上塩屋 停 留 場 谷山 線
鹿児島
県

鹿児島
市

1,221 人 〇 2 基 基 基 2 箇所

谷山 停 留 場 谷山 線
鹿児島
県

鹿児島
市

5,619 人 〇 〇 3 3 基 基 基 2 箇所 ○ ○

（合計） 0 0 停留所 0 0 停留所 0 停留所 35 4 停留所

35 停 留 場 35 停留場 0 停 留 場 4 停留場 77 10 0 0 基 0 0 基 0 基 73 (7) 箇所 3 停留場 0 停 留 場 1 停 留 場 0 停 留 場 0 停留場 3 停留場 0 停 留 場

公共交通
移動等円
滑化基準
省 令 適
合の有無

段差への
対 応

エ レ ベ ー
ターの設置
基 数

傾 斜 路 の
設 置 箇 所

数

軌道停留場の
名 称

路 線 名 所在都道府
県市町村

一 日 当 たり
の利用者数

有人停留
場 、 無 人
停留場の

別

視覚障害
者誘導用
ブ ロ ッ ク
の設置の
有 無

案内設備
の設置の
有 無

障 害
者対応型
便所の設
置の有無

障害者対
応型改札
口の設置
の 有 無

障 害
者対応型
券売機の
設置の有

無

車いす使
用者の円
滑な乗降
が可能な
乗降場の

数

転落防止
のための
設備の設
置の有無

エスカレー
ターの設置
基 数

そ の 他 の
昇 降 機 の
設 置 基 数



○

Ⅲ　高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行規則第６条の２で定める要件に関する事項

（１）過去３年度における１日当たりの平均利用者数が３万人以上の軌道停留場を設置又は管理し
　　　ている。

（２）過去３年度における１日当たりの平均利用者数が3000人以上３万人未満の軌道停留場を設置
　　　又は管理していて、かつ以下のいずれかに該当する。
　　　①中小企業者でない。
　　　②大企業者である公共交通事業者等が自社の株式を50％以上所有しているか、又は自社に対
　　　　し50％以上出資している中小企業者である。


